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平成１５年度事後評価
【特定港湾施設整備事業（エネルギー港湾 】）

事業名 三隅港エネルギー港湾整備事業

所在地 島根県那賀郡三隅町 事業主体 国

事業概要 企業合理化促進法第８条の規定に基づき中国電力㈱より申請があり、エネル
ギー港湾として実施。

、 、三隅発電所設置に伴い 輸入石炭等を取り扱うために必要な港湾施設として
航路( )、泊地( )、泊地( )、防波堤(北)、防波堤(東)を整備。-16m -14m -8m

事業期間 昭和 年度～ 総事業費 億円57 322
平成 年度9

供用開始年次 平成 年度 計算期間末年次 平成 年度9 58
（発電所供用平成 年度）10

目的 昭和 年 月に、国内外の石油をめぐる長期的展望を踏まえ、エネルギー52 8
源を多様化し、石油依存度を低減することを目的として中国電力㈱は三隅港に
石炭火力発電所の設置を計画、基礎調査が開始され、昭和 年 月に第 回57 7 88
電源開発調査審議会で承認、国の電源開発基本計画に組み入れられた。
これら今後の開発要請を受け、昭和 年 月に三隅港を重要港湾に政令指57 11
定し、 月に港湾計画を策定した。12
本事業は、中国地方における電源の需要拡大に対処するとともに、エネルギ
ー源の多様化を図るための石炭火力発電所の立地に対応した港湾整備を実施し
たもの。

評価の基となる 平成 年から平成 年の当該港湾の取扱貨物量の実績9 14
需要予測

費 貨幣換算した主要な費用 建設費、維持費
用

費 便 貨幣換算した主要な便益 輸送費用削減
用 益
対 分 社会的割引率 現在価値化の基準年度 平成 年度4% 15
効 析
果 総費用（割引後） 億円 総便益（割引後） 億円508 1,449
分

2.9 941 9.4%析 Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ 億円 ＥＩＲＲ

その他定量的・定性的 二酸化炭素削減 ﾄﾝ 年256 -C/
に考慮した費用及び効 窒素酸化物削減 ﾄﾝ 年6 /
果

事業の効果の発現状況 ■安全で適正な海上輸送の実現
・水域施設の整備により の石炭専用船が安全に入港でき60,000DWT
るようになった。
・防波堤の整備により、専用岸壁( )前面における静穏度が通年-14m
で 、冬季風浪時でも を確保できることとなった。ま98.1% 96.7%
た、専用岸壁( )前面における静穏度が通年で 、冬季風浪-8m 95.9%
時でも を確保できることとなった。93.4%
・中国電力㈱三隅発電所は平成 年 月より営業を開始し、全体計10 6
画 万 のうち１号機の 万 が供用した。その結果、140 KW 100 KW
平成 年～ 年に輸入石炭を中心に平均で約 万トン／年の10 14 250
港湾貨物が取り扱われている。



事業名 三隅港エネルギー港湾整備事業

事業の効果の発現状況 ■三隅発電所立地による地域への経済効果

○雇用の創出
三隅発電所立地に伴い、発電所内には関連企業が 社立地し、約11
名の雇用が創出された。230

○町内総生産の増加
三隅町内総生産は発電所開業前の平成 年と開業後の平成 年で9 10
約 増加している。49%

○三隅町の税収等の増
三隅町に納付される固定資産税は、発電所開業当初の平成 年と10
開業翌年の平成 年で約 倍に増加している。11 5.5

○電源立地促進対策交付金
発電所周辺地域の公共施設の整備促進を目的とした電源立地促進
対策交付金事業により、三隅町に対して平成 年～ 年に 億7 12 22
円交付金が交付され、道路、公民館、保育所、防災行政無線等の
整備が促進された。

○三隅町における観光客の増加
11 25平成 年にオープンした三隅発電所ふれあいホールは 年間約、

千人（うち県外客約 万人）の観光客が訪れ、三隅町のＰＲの場1
として活用されている。

■石炭灰のリサイクル活用
三隅発電所から排出される石炭灰を公共事業等においてリサイク
（ 、 ） 、ル資材 セメント材 地盤改良材等 として利用することにより

資源の有効活用及びコスト縮減に寄与している。

事業実施による環境の変化 特に港湾整備に伴い問題となる事項は発生していない。

社会経済情勢の変化 ・中国電力㈱では発電効率を上げる技術開発が進められており、昭
和 年計画当時と比較すると、同じ発電量に使用する石炭量は減少57
している。

・三隅発電所２号機の建設計画について、当初平成 年 月営業開19 7
始としていたが、地球環境問題への対応及び経済性の観点から、現
在実証機の開発が進められている石炭ガス化複合発電方式を導入す
ることとし、平成 年度営業開始に変更する旨、平成 年 月に29 15 9
中国電力㈱から島根県知事、三隅町長へ申し入れがなされた。

今後の事後評価の必要性 事業による効果の発現があり、改善措置も必要ないと判断してお
り、今後については事業評価の必要性はないと考えている。

改善措置の必要性 事業の目的は達成されており、現時点においても効果の発現は十
分である。また、今後の三隅発電所２号機が建設されることにより
より効果は大きくなることが想定される。
よって、特に改善措置は必要ない。

同種事業の計画・調査のあ 地域経済・雇用への影響及び環境改善効果について貨幣換算でき
り方や事業評価手法の見直 ないか検討。
しの必要性
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事業概要事業概要

専用岸壁(-14）

専用岸壁(-８）

泊地（-14m）

事業期間：Ｓ６２～Ｈ８
施工数量：７３９千m3
事業費　 ：３２億円

防波堤（東）
事業期間：Ｓ５７～Ｈ９
施工数量：１８０ｍ
事業費　 ：３１億円

航路（-16m）
事業期間：Ｓ６２～Ｈ８
施工数量： ４９３千m3
事業費　 ：４６億円

防波堤（北）
事業期間：Ｓ５７～Ｈ９
施工数量：９００ｍ
事業費　 ：２０８億円

泊地（-8m）
事業期間：Ｓ６２～Ｈ６
施工数量：３７千m3
事業費　 ：５億円

中国電力㈱
三隅火力発電所



事業の効果（１／３）事業の効果（１／３）
海上及び陸上海上及び陸上
輸送費用の削輸送費用の削
減効果減効果

石炭の輸送例

三隅港

浜田港
豪州

豪州
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石炭を例とした石炭を例とした

輸送費用の削減効果輸送費用の削減効果
（Ｈ１４年貨物による）（Ｈ１４年貨物による） 単位：億円
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事業の効果（２／３）事業の効果（２／３）
安全で適正な海上輸送の実現安全で適正な海上輸送の実現

–– 港内静穏度の確保港内静穏度の確保
大型石炭船（大型石炭船（60,00060,000ＤＷＴ）の安全な入港ＤＷＴ）の安全な入港　　岸壁（岸壁（--1414mm））

その他中小船舶の安全な入港その他中小船舶の安全な入港　　岸壁（岸壁（--88mm））

　　　　（（移入：ｱﾝﾓﾆｱ・炭酸ｶﾙｼｳﾑ・軽油　　移出：石膏・石炭灰）移入：ｱﾝﾓﾆｱ・炭酸ｶﾙｼｳﾑ・軽油　　移出：石膏・石炭灰）

電力の安定供給

93.493.4％％95.995.9％％岸壁（岸壁（--88mm））

96.796.7％％98.198.1％％岸壁（岸壁（--1414mm））

冬季風浪時冬季風浪時通年通年施設名施設名

岸壁(-14m)揚炭状況

年間約250万ﾄﾝ
の石炭輸入



事業の効果（３／３）事業の効果（３／３）

環境負荷の削減環境負荷の削減
　　
背後道路の交通量を削減できる背後道路の交通量を削減できる

・二酸化炭素、窒素酸化物の削減・二酸化炭素、窒素酸化物の削減

　　ＣＯ　　ＣＯ２２の削減量　　２５６ﾄﾝの削減量　　２５６ﾄﾝ--CC／／年年

　　ＮＯ　　ＮＯｘｘの削減量　　　　６ﾄﾝ／年の削減量　　　　６ﾄﾝ／年

・沿道環境の改善・沿道環境の改善　　
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